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地域と学校の連携・協働に関するＱ＆Ａ（平成３１年３月） 

 

Ｑ１：地域学校協働活動とは？ 

Ａ： 地域学校協働活動とは、地域の高齢者、成人、学生、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、 

  民間企業、団体・機関等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子どもた

ちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、

地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動です。 

地域が学校や子どもたちを応援・支援するという一方向の関係だけでなく、例

えば学校と地域住民が共に地域の課題を解決する活動や地域行事に子どもたち

が参画して共に地域づくりに関わる取組を推進するなど、地域と学校がパートナ

ーシップにより、双方向で活動する取組です。  

 

Ｑ２：地域学校協働活動が必要とされている背景は？ 

Ａ： 地域における教育力の低下、家庭の孤立化などの課題や、学校が取り巻く問題

の複雑化・困難化に対して社会総がかりで対応することが求められています。そ

のためには、地域と学校がパートナーとして連携・協働するための組織的・継続

的な仕組みが必要不可欠です。 

   また、新学習指導要領が目指す「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、 

  学校は地域との連携・協働を一層進めていくことが重要であり、地域において

も、より多くの地域住民等が子どもたちの成長を支える活動に参画するための

基盤を整備していくことが求められています。 

   こうした社会的背景を踏まえ、平成２９年３月に社会教育法が改正され、地域

学校協働活動に関し、地域住民等と学校の情報共有や助言等を行う「地域学校協

働活動推進員」の委嘱を教育委員会ができること等、全国的な推進に向けた規定

の整備が行われました。 

 

Ｑ３：これまでの「学校支援地域本部」と「地域学校協働本部」の違いは？ 

Ａ：（旧）「学校支援地域本部」：  地域住民等の協力により、学校教育活動において、 

授業の補助や部活動支援、環境整備等、学校を支援

する体制として平成２０年度から推進してきたもの

です。 

（新）「地域学校協働本部」：   平成２７年１２月の中教審答申において、従来の 

「学校支援地域本部」等の活動を基盤として、地域

による「支援」から、地域と学校双方向の「連携・

協働」へ、また、「個別の活動」から活動の「総合化・

ネットワーク化」を目指し、幅広い地域住民の参画

により、地域学校協働活動を推進する新たな体制と

して提言されたものです。 
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Ｑ４：地域と学校の連携協働活動の推進により、教職員の負担が増すのでは？ 

Ａ： 地域と学校の連携・協働推進における活動は、学校のみならず、地域住民や保

護者も含めた社会総がかりでの教育の実現を目指すものであり、教職員の負担

軽減にも資するものと考えます。 

   しかし、スタートアップの時点では教職員への負担が大きいという声もあり

ますが、地域と学校のネットワークの一本化や人材の活用等、教職員の負担軽減

につながるものであり、学校側の事情や地域に対する要望等に留意して推進す

ることが必要です。 

 

Ｑ５：「地域連携担当教職員」を任命し、校務分掌に位置付ける目的は？ 

Ａ： 地域との連携・協働に関する学校の窓口を一本化にすることで、地域との連携

がスムーズになります。また、「地域連携担当教職員」を任命し、校務分掌に位

置付けることにより、学校における「地域と連携した取組」の情報が一元化され、

校内で共有化されることにより、継続化、組織化されることが一層期待でき、児

童生徒の学習意欲や学力、社会性の向上等、生涯にわたって「生きる力」を育む

とともに地域に根ざした特色ある学校づくりが実現されます。 

 

Ｑ６：「地域連携担当教職員」の職務内容は？ 

Ａ： 「地域連携担当教職員」は主に次の４点の職務を担うものとしています。 

①学校と地域が連携・協働した取組の調整に関すること 

     ②学校と地域が連携・協働した取組の連絡や情報収集に関すること 

     ③学校と地域が連携・協働した取組の充実に関すること 

     ④福島県地域学校協働本部事業における地域学校協働推進委員会に関すること 

  学校は、これまでも地域と連携しながら教育活動に取り組んできました。これま

での取組を踏まえ、各学校の状況に応じて、何をどこまで担っていくか検討してい

くことが必要と考えます。また、連携・協働活動はあくまでも手段であり、その目

的は子どもたちの教育活動の充実にあります。そのためにも、連携・協働活動の内

容は、発達の段階を十分留意することや、連携・協働活動の目標をきちんと立てて、

企画することが大切です。次に示すように、発達の段階ごとに地域との連携を積み

重ねることが、子どもたちの「生きる力」の基盤を作っていくことにつながります。 

＜発達の段階による連携・協働活動の目安＞ 

連携の目標 

（例） 

      

連携の内容 

（例） 

   

幼稚園段階   小学生段階    中学生段階   高校生段階 

・地域の方々を知る 

・地域の方々との関わりを学ぶ 

・学校支援ボランティア等の 

地域の人々との交流 

・地域を学び、地域に貢献 

・地域の中の自分の役割を学ぶ 

・ボランティア活動等の地域に

おける活動の実践 

・学んだ成果を地域で生かす 

・地域課題解決、キャリア教育等 

・学んだ成果を生かしながら、 

課題意識を持って地域活動 
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Ｑ７：これまで配置していた体験活動等推進委員会の「体験活動等推進委員会主任」を廃止

し、「地域連携担当教職員」を任命することになるが、職務内容の違いは？ 

Ａ： 「体験活動等推進委員会主任」と「地域連携担当教職員」の職務の比較は下表

のとおりとなります。 

体験活動等推進委員会主任 地域連携担当教職員 

a  校内における児童生徒が行う体

験活動やボランティア活動の企画、

実践に関すること 

ｂ 活動の評価等に関すること 

ｃ 地域との連携に関すること 

ｄ その他、推進に関すること 

 

a 学校と地域が連携した取組の総合調

整に関すること 

ｂ 学校と地域が連携した取組の連携調

整や情報収集・発信に関すること 

ｃ 学校と地域が連携した取組の充実に

関すること 

ｄ 福島県地域学校協働本部事業におけ

る地域学校協働推進委員会に関するこ

と 

   「地域連携担当教職員」の職務については、「体験活動等推進委員会主任」の

職務に新しい業務を追加したのではなく、これまでの「地域との連携に関するこ

と」について、その重要性を踏まえ具体的に示したものであり、内容的に大きく

変わるものではありません。 

 

Ｑ８：「地域連携担当教職員」を原則、教諭職とする理由は？ 

Ａ： 「地域連携担当教職員」に教諭職が任命されることにより、従来から主に地

域との連携窓口を担ってきた教頭職と役割分担を行うことで、連携協働活動の

一層の充実を図ることを目指しています。 

   さらに、新学習指導要領で示された「社会に開かれた教育課程」の実現を向

け、今後、教職員には地域と連携・協働についての知識・技能が一層重要とな

ることを踏まえ、すでにその能力を備える管理職ではなく、学校のミドルリー

ダーとして、学校と地域の連携・協働の促進に努める人材の育成の面からも、

教諭職の任命が望ましいと考えます。 

また、現在、大きな課題となっている教職員の多忙化解消に向け、教頭職の

負担軽減につながるものと考えており、各学校においては、教諭職の地域連携

担当教職員の任命に際し、持ち時数減や校務分掌軽減の配慮が必要です。 

 

Ｑ９：地域連携担当教職員には、事務職員への任命も可能か？ 

Ａ： 可能です。 
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Ｑ１０：地域の窓口である「コーディネーター」の配置については？ 

Ａ： 現在、「地域学校協働活動事業」委託８町村及び「学校支援活動事業」委託１

９市町村、「放課後子ども教室事業」委託３８市町村では、地域の窓口である「コ

ーディネーター」がすでに配置されており、学校や地域住民や企業、関係機関等

との連絡調整や地域ボランティアの募集・確保の役割を担っています。平成２９

年３月の社会教育法の改正では、地域住民等と学校との連絡調整等を行うコー

ディネーターを「地域学校協働活動推進員」として、教育委員会が委嘱すること

ができることとし、法律に位置付けられた存在となりました。 

現在、コーディネーターを配置されていない市町村に対して、その必要性を理

解していただくよう努めていきます。 

（平成３１年２月１８日付通知３０社教第７５４号） 

 

Ｑ１１：平成３１年度より、地域連携担当教職員を任命する理由は？ 

Ａ： 令和２年度に小学校及び特別支援学校小学部より、順次実施されていく「新学

習指導要領」では、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を

学校と社会が共有し、連携・協働しながら、新しい時代に求められる資質・能力

を子どもたちに育む「社会に開かれた教育課程」の実現を目指すことが示されま

した。 

   平成３１年度に地域連携担当教職員を任命することにより、平成３２年度の

新学習指導要領実施までの１年間、地域連携担当教職員を中心に、地域連携・協

働の推進に関する計画（推進目標、全体計画、年間活動計画等）の作成を計画的

に進め、教育課程に位置付けていただくためです。 

   また、来年度、県教委主催の「地域連携担当教職員等研修会」を、県内７教育

事務所ごとに実施する予定です。その研修会の中では、地域連携担当教職員の役

割等の他、「地域連携全体計画（仮称）」や「地域連携年間活動計画」についての

例示を示させていただきます。 

 

Ｑ１２：体験活動等推進委員会主任に代えて今回の役職を置くということだが、現在、学校

では、この委員会は機能していないのではないか？ 

Ａ： 毎年の調査によると、ほとんどの学校で、体験活動等推進委員会主任は活動し

ているという結果が出されています。ただ、主任の役職を教頭に置いている学校

が約７割であり、会議を行っているだけの学校もかなり多いことは事実です。県

教委としては、このような状況を踏まえ、平成３２年度からの学習指導要領実施

に当たり、「社会に開かれた教育課程」の編成に向け、地域との連携・協働につ

いて改めて意識付けし、推進していきたいということから、今回の措置を進めて

いく考えであります。 
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Ｑ１３：社会教育主事を充てるということだが、有資格者が少ないのではないか。 

Ａ： 現在、県内には、３５歳以下の社会教育主事有資格者の教員がほとんどいない

状況であります。今回の地域連携担当教職員の任命を契機に、今後、社会教育主

事の有資格者を増やしていかなければならないと考えております。 

 

Ｑ１４：体験活動・ボランティア推進センター及び地域学校協働本部と両方を行うのは負担

であり、そもそも、体験活動・ボランティア推進センターは必要なのか？  

Ａ： 「体験活動・ボランティア推進センター事業」は、平成１４年から国の制度と

して県、各市町村に設置したものであります。 

今年度、地域との連携・協働という観点から、目的の一層の明確化や機能性を

考え、「体験活動・ボランティア推進センター」の「地域学校協働本部」への統合

を国に要望し、承諾を得ました。 

それにより、これまでの「福島県体験活動・ボランティア推進センター事業実

施要綱」を「福島県地域学校協働本部事業実施要綱」と改訂いたします。事業内

容においては、県教育庁内（事務局：社会教育課）には、県本部、各教育事務所

内には、地域本部、市町村には市町村本部、すべて公立学校に、地域学校協働推

進委員会を設置するなど推進体制を整備するとともに、学校支援等ボランティア

人材バンクの管理等を含めた学校と地域が連携・協働した活動を推進することと

いたします。 

 

Ｑ１５：地域連携担当教職員を任命することにより、地域連携担当教職員に任命された者だ

けが、地域連携・協働に関する研修に参加したり、報告書をまとめたりすることに

なり、これまでの体験活動・ボランティア推進センターと同じように形骸化してし

まうのでは。全職員に地域との連携・協働した教育活動の重要性を意識させるため

には、校内で１名の任命はむしろ逆効果ではないか？ 

Ａ： これまでのように全職員それぞれが地域との窓口となったり、それぞれの学年

に地域との窓口を置いたりと、学校の実態に応じて、複数人、地域連携の取組を

担当する教職員を置くことも考えられます。 

   このように、各学校内に設置する「地域学校協働推進委員会」に数名の教職員

をおいて、チームで地域連携・協働活動を推進していくことは、取組を継続化、

充実化するためには重要であると考えています。 

   ただし、地域と連携した取組の情報を一元化し、校内で共有し、地域との連携・

協働に関する校内研修を進めるためにも、その中心となる教職員を「地域連携担

当教職員」として任命していただくようお願いします。 

   しかし、県主催の研修会への参加者等については、原則、「地域連携担当教職

員」を対象としますが、各学校の実態に応じて対応していただいて構いません。 

 


